
平成 19年 3月期 個別中間財務諸表の概要

株式会社ジェイテクト      上場取引所 東 大 名

 ６４７３      本社所在都道府県 大阪府

( URL  http://www.jtekt.co.jp/ )

   役職名   取締役社長          氏名   吉田  紘司

   役職名   執行役員経理部長    氏名   酒井  祥夫      TEL (06) 6271 - 8261
       平成 18年 11月 2日        平成 18年 12月 8日

       有 (1単元 100株)

１. 18年 9月中間期の業績(平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日)

(注)

(1)経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

305,855 76.5 14,614 53.3 17,552 57.8
173,312 5.7 9,533 6.2 11,125 2.7
427,254 25,615 28,068

百万円 ％ 円　　銭

11,554 69.1 36.17
6,834 27.2 31.34
18,601 75.87

(注) ①期中平均株式数 18年 9月中間期  319,408,882 株  17年 9月中間期  218,107,716 株  18年 3月期  243,538,602 株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

648,933 286,305 44.1 895.99
385,633 166,487 43.2 760.34
646,792 279,058 43.1 873.86

(注) ①期末発行済株式数 18年 9月中間期  319,539,232 株  17年 9月中間期  218,964,715 株  18年 3月期  319,197,466 株

②期末自己株式数 18年 9月中間期      210,135 株  17年 9月中間期      171,397 株  18年 3月期      197,258 株

２. 19年 3月期の業績予想(平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日)

百万円 百万円 百万円

630,000 38,000 23,000
(参考) 1株当たり予想当期純利益(通期)    71 円 98 銭

３. 配当状況
・現金配当

円　　銭 円　　銭 円　　銭

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって
予想数値と異なる場合があります。

-           9.00           

6.00           9.00           
9.00           -           

１ 株 当 た り 配 当 金

19  年  3  月  期 (予 想)

中 間 期 末 期      末 年      間

18  年  3  月  期

19  年  3  月  期 (実 績)
18.00           

　

15.00           

総  資  産 純  資  産 自己資本比率

平成 18年 11月 2日

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益

配 当 支 払 開 始 日

代 表 者

問 合 せ 先 責 任 者

決 算 取 締 役 会 開 催 日

単元株制度採用の有無

17年9月中間期の業績は、光洋精工株式会社の業績を記載しております。 また、18年3月期の業績は、光洋精工株式会社の平成17年

4月から12月までの9ヶ月間の業績と、株式会社ジェイテクトの平成18年1月から3月までの3ヶ月間の業績を合算したものであります。

１ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ) 純 利 益
中間(当期)純利益

18  年  9  月  中  間  期

17  年  9  月  中  間  期

18  年  3  月  期

経  常  利  益

通 期

17  年  9  月  中  間  期

18  年  3  月  期

18  年  9  月  中  間  期

17  年  9  月  中  間  期

18  年  9  月  中  間  期

上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号

当  期  純  利  益

１株当たり純資産

18  年  3  月  期

　 売   上   高
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(単位 百万円)

１． 有形固定資産の減価償却累計額

２． 保証債務

保証予約

経営指導念書差入

３． 当中間期の発行済株式数の増加の内訳

前 期

(平成18年3月31日現在)

１６，９８９ 百万円

１５，８５６

２，５１６

９８ 百万円

前       期
３６１，３５１ 百万円

３７，９６３ 百万円

( 資  産  の  部 )

現 金 及 び 預 金

機 械 及 び 装 置

１６８，５４６

５８８

受 取 手 形

科 目
前 年 中 間 期当 中 間 期

(平成18年9月30日現在) (平成17年9月30日現在)

売 掛 金

商 品

建 設 仮 勘 定

土 地

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア 等

製 品

貸 倒 引 当 金

建 物

構 築 物

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

流 動 資 産

固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

車 両 運 搬 具

１６３，６２４

３３，０７８

２，７１６

７７，３７７

７８６

６５０

５，５２６

１，５１５

１，５１５

５，７７１

３８，５０２

３１，７９０

１０，３０７

１，１７７

７７１

百万円

千株

５，１９３

１，１７７

３５４

８０，０７０

百万円

百万円

２２，４４７

２２５

１２，８６３

１０９，７８２

－

△

１７，６２０

３，０４５

３，８６７

１９７

２１３，１０４

４０，３２４

百万円 ２３４，６９９

百万円

百万円

百万円

３６６，０２８

３８，６０９

１４，７４６

百万円１，２２９ －

投 資 そ の 他 の 資 産

１０５，２０９

１４２，８３８

１７，２３９

１，０９２

３６，４４９

３９８

１６６，５８７

９，４３４

３，７２４

８９８

(注) 当 中 間 期 前年中間期

資 産 合 計 ６４８，９３３ ３８５，６３３

△

３，８１３

１，５３２

２１２，２６８

４１，６８０

１５６，０８５

７７５

７７０

７３，１３５

６０３

８，３３１

１，５３２

１６１，５１８

３２，５１０

９３８

２，６９５

２７１，４７３

８，０５７ ２，９７９ ８，１４２

３１，６２３ １５，１２３ ２４，０２１

２７０，６８９ １６１，５４７

８，５２３ ９，４３７

１，２５３

５９

３７８，２４４ ２２４，０８６ ３７５，３１９

△１９５０

２１４

９，２０４ ７，６４１ ９，２０４

△

△

２３２

６４６，７９２

△△

△

９，１８５

３，２２５

中     間     貸     借     対     照     表

△

原 材 料 １，３１５ ２，３１６

仕 掛 品 １１，５７３

転換社債の転換

２，２５２

２３，７３８

転換総額

資本組入額

百万円

百万円

３３４

１６７

２７４

２７，２９８

貯 蔵 品 ４，４９７ ２，９６５ ４，３０６

１１

繰 延 税 金 資 産 ７，０７９ ３，０８７ ７，５２６

２５５

３，１９６

１４，０９８

５，７３９

１，８６０ ７３９

１５，７９１

１６，４７１ ３８，５０２

関 係 会 社 株 式 １５６，０５９

長 期 前 払 費 用 ６４９

１８７長 期 貸 付 金 １５２
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(単位 百万円)

６４８，９３３

３０，０００

８２８

８，８６２

４１６

５８

１０，０００

３４２

１７，１９７

９，１６１

８，７８５

１０１

２８，７５０

１０，０００

前 期

１３３

６，５１１ ３，５０２ ６，６９１

２３２，３１４ １３６，２５１ ２２６，８５２

１３０，９６８ ８１，３９２ １２６，７１４

１７，０９８

８２，８９４

－

－ －３６６

－

３６７，７３４

( 純  資  産  の  部 )

株 主 資 本 ２６１，９００

３６，０４４

負 債 及 び 純 資 産 合 計

３００

２６，３２１

３５，０００

４２，５５７

１０，０００

１，４０７

９，９９３

預 り 金

３，９０２

２２，３８３１６，９２６

未 払 費 用

品 質 保 証 引 当 金

社 債

そ の 他

役 員 賞 与 引 当 金

科 目
前 年 中 間 期当 中 間 期

(平成18年9月30日現在) (平成17年9月30日現在) (平成18年3月31日現在)

短 期 借 入 金

一 年 以 内 償 還 社 債

１０，０００ －

２８，７５０ ２８，７５０

１，６３８

( 負  債  の  部 )

支 払 手 形

買 掛 金

一 年 以 内 償 還 転 換 社 債

流 動 負 債

一年以内返済長期借入金

未 払 金

４８，０００

４２，２０７

５，８１４

負 債 合 計

未 払 法 人 税 等

１７４

３，９１０

長 期 借 入 金

前 受 金

転 換 社 債

固 定 負 債

資 本 金

９８，６８６

１２７，４４７

９８，６７９

資 本 剰 余 金

６

６

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

２１９，１４５３６２，６２８

新 株 予 約 権 付 社 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １７２

２４，４０４

２７７

９，６４０

３９

１３０，３１３

３，６９８２９２

－

－８０ －

４０，０００

１，０３７

８，９８７

４８，０００

１，６４１

１４０，８８１

純 資 産 合 計 ２８６，３０５

２４，４０４

評 価 ・ 換 算 差 額 等

自 己 株 式 処 分 差 益

利 益 剰 余 金

１２，０６７

１１５，３８０

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

９５，００５

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

別 途 積 立 金

△

１８，３７０繰 越 利 益 剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金 １３４

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 １，８６９
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(単位 百万円)

２７，４２２

別 途 積 立 金 ３４，００５ ７７，００５

７９，４００

１１８，８９０

２，１７９ ２，３０３

８４ ９１

△

任 意 積 立 金 ３６，２６９

特 別 償 却 準 備 金

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 １０，１８２

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

６９，７８１

６９，７８２

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

資 本 準 備 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式 △

( 資  本  の  部 )

利 益 準 備 金

１

１自 己 株 式 処 分 差 益

５，８６５

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

５

３５，８７７

９８，５１８

科 目
前 年 中 間 期当 中 間 期

(平成18年9月30日現在) (平成17年9月30日現在) (平成18年3月31日現在)

３８５，６３３ ６４６，７９２

２６，０１８

５

２４７１８８

５２，３１７

９，５６５

１６６，４８７ ２７９，０５８

１２，０６７

前 期

３５，０１０

９８，５１２
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(単位 百万円)

△△

３，４５０

１５ １１

３７３ １，１１７

４，６５０

１０，０２６

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

２，４５５

５０３

１６

１，０７３

３７，３３２

２５，６１５

２，０９６

売 上 高

中     間     損     益     計     算     書

科 目
前 年 中 間 期当 中 間 期

平成18年 4月 1日から
平成18年 9月30日まで

平成17年 4月 1日から
平成17年 9月30日まで

前 期

平成17年 4月 1日から
平成18年 3月31日まで

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

税引前中間 (当期 ) 純利益

減 損 損 失

１７，５５２

４１

－

１４，６１４ ９，５３３

１８９

１１，１２５

１８

１７，２０７

１，００２

３１６

－

２８

２１５

１７５

６７４

２５７

２

１３

２８，０６８

５，８０１

８２

５，２６０

１３

０

２４４

１，１２０

５４４

３９，９２０ ２５，１２３ ６２，９４８

２５，３０５ １５，５９０

２６５，９３４ １４８，１８８ ３６４，３０５

３０５，８５５ １７３，３１２ ４２７，２５４

１１，５５４

３，８３０

２，４７７ １，０２２ １，３７５

３，９６２

２８，６０９

２，４４２

１２，４５０

３１４４８７

１，０２３

１，４８４

１９

９

５３６

６，８３４ １８，６０１

１，３７８

７０３

９７７

１，５７６

営 業 外 収 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

雑 損 失

経 常 利 益

受 取 利 息 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

有 価 証 券 等 評 価 損

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

品 質 保 証 引 当 金 繰 入 額

棚 卸 資 産 廃 棄 損

合 併 関 連 費 用

前 期 繰 越 利 益 ３，３４８

１０，１８２

合 併 引 継 未 処 分 利 益

３，３４８

中 間 配 当 額 － １，３１３

－ ６，７８６

２７，４２２中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益

有 価 証 券 売 却 益

－ － ２５

－ － ５，６９２

－ ７８４

－ ６４０

－ ６０
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 ３５，８７７ ９８，５１２ ５ ５ ９８，５１８ １２，０６７ ９１ ２，３０３ ７７，００５

１０４ １０４ １０４

６２ ６２ ６２

６７

△ ２４

３８

△ ４７２

１８，０００

１ １ １

１６７ １６６ １ １ １６７ - ４２ △ ４３３ １８，０００

３６，０４４ ９８，６７９ ６ ６ ９８，６８６ １２，０６７ １３４ １，８６９ ９５，００５

 ２７，４２２ １０６，８２３ １１８，８９０ △ ２４７ ２５３，０３９ ２６，０１８ ２６，０１８ ２７９，０５８

２０８ ２０８

１２５ １２５

△ ６７ - - - -

２４ - - - -

△ ３８ - - - -

４７２ - - - -

△ １８，０００ - - - -

△ ２，８７２ △ ２，８７２ △ ２，８７２ △ ２，８７２ △ ２，８７２

△ １２４ △ １２４ △ １２４ △ １２４ △ １２４

１１，５５４ １１，５５４ １１，５５４ １１，５５４ １１，５５４

△ ３１ △ ３１ △ ３１

１ ２ ２

△ １，６１４ △ １，６１４ △ １，６１４

△ ９，０５１ ８，５５７ ８，５５７ △ ３０ ８，８６１ △ １，６１４ △ １，６１４ ７，２４７

１８，３７０ １１５，３８０ １２７，４４７ △ ２７７ ２６１，９００ ２４，４０４ ２４，４０４ ２８６，３０５

剰 余 金 の 配 当

固定資産圧縮積立金の取崩

特 別 償 却 準 備 金 の 積 立

特 別 償 却 準 備 金 の 取 崩

新 株 予 約 権 付 社 債 の 転 換

固定資産圧縮積立金の積立

転 換 社 債 の 転 換

前 期 末 残 高

転 換 社 債 の 転 換

利 益 処 分 に よ る 役 員 賞 与

自 己 株 式 の 取 得

当 中 間 期 変 動 額

当 中 間 期 変 動 額 合 計

当 中 間 期 末 残 高

自 己 株 式 の 処 分

別 途 積 立 金 の 積 立

株   主   資   本

利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計

そ の 他 有
価 証 券 評
価 差 額 金

(単位 百万円)

純 資 産
合 計

(単位 百万円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等

評 価 ・
換 算 差 額
等 合 計

資 本 剰 余 金

前 期 末 残 高

利 益 剰 余 金

固 定 資 産
圧縮積立金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金利 益
準 備 金

中  間  株  主  資  本  等  変  動  計  算  書

資 本 金
特 別 償 却
準 備 金

資 本
準 備 金 自 己 株 式

処 分 差 益

株   主   資   本

別途積立金
その他資本
剰余金合計

その他資本剰余金

当中間期 (平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)

当 中 間 期 変 動 額

繰 越 利 益
剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金 の 積 立

特 別 償 却 準 備 金 の 取 崩

固定資産圧縮積立金の積立

新 株 予 約 権 付 社 債 の 転 換

固定資産圧縮積立金の取崩

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 中 間 期 変 動 額 ( 純 額 )

中 間 純 利 益

剰 余 金 の 配 当

別 途 積 立 金 の 積 立

当 中 間 期 変 動 額 合 計

当 中 間 期 末 残 高

利益処分による役員賞与

中 間 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 中 間 期 変 動 額 ( 純 額 )

そ の 他 利 益 剰 余 金

その他利益
剰余金合計

自 己 株 式利 益
剰 余 金
合 計
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１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 ・・・・・・・移動平均法による原価法

その他有価証券

・・・・・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

・・・・・・・移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 ・・・定率法

採用しております。

(2) 無形固定資産 ・・・定額法

法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 投資損失引当金

関係会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を計上しております｡

(3) 役員賞与引当金

(4) 品質保証引当金

発生予想額を計上しております。

(5) 退職給付引当金

末において発生していると認められる額を計上しております。

(6) 役員退職慰労引当金

において発生していると認められる額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理

税抜方式

時価のあるもの

時価のないもの

ただし、工作機械等の仕掛品については個別法による原価法を採用しております。 

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間期

役員等の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額のうち、当中間期末

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

製品納入後に発生する品質保証費用の支出に充てるため、過去の実績を基礎にして当中間期に対応する

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

当中間期より、役員の賞与の支出に充てるため、期末における役員賞与の見込額に基づき、当中間期末に

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額

中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

おいて発生していると認められる額を計上しております。

この変更により、営業利益、経常利益および税引前中間純利益が、80百万円減少しております。
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当中間期 (平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)

自己株式に関する事項

単元未満株式の買取による増加

単元未満株主への売却による減少

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの (単位 百万円)

13千株

1千株

1,614 3,937 

7,459 

前年中間期
(平成17年9月30日現在)

前         期
(平成18年3月31日現在)

中間貸借対
照表計上額

時 価 差 額
貸借対照表
計   上   額

時 価

3,373 

合              計 5,700 11,701 6,000 5,700 11,396 5,696 

3,906 4,085 

2,322 

差 額

子 会 社 株 式 1,614 3,709 2,094 1,614 

当 中 間 期
(平成18年9月30日現在)

中間貸借対
照表計上額

関連会社株式 4,085 7,992 4,085 5,718 1,632 

時 価 差 額

６．中間株主資本等変動計算書に関する事項

有     価     証     券

3,039 1,425 

5,700 8,758 3,058 

前 期 末 増 加 減 少

(注) 株式数の増減理由は次のとおりであります。

当中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成１７年１２月９

日 企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

当 中 間 期 末

普 通 株 式 197千株 13千株 1千株 210千株 

株 式 の 種 類

作成しております。

基準委員会 平成１７年１２月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 この変更に伴う損益に与

える影響はありません。 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は286,305百万円であります。

中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間財務諸表は、改正後の中間財務諸表等規則により
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